
四半期報告書

(第52期第３四半期)

株式会社精工技研

千葉県松戸市松飛台296番地の１

　



四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次

第51期

第３四半期

連結累計期間

第52期

第３四半期

連結累計期間

第51期

会計期間
自 2022年４月１日

至 2022年12月31日

自 2023年４月１日

至 2023年12月31日

自 2022年４月１日

至 2023年３月31日

売上高 (千円) 12,905,767 11,845,885 16,282,975

経常利益 (千円) 1,331,842 791,532 1,606,788

親会社株主に帰属する

四半期(当期)純利益
(千円) 941,008 397,487 1,082,326

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,658,930 911,946 1,501,370

純資産額 (千円) 26,633,388 26,922,846 26,475,719

総資産額 (千円) 31,640,874 31,732,659 31,342,850

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 103.15 43.57 118.64

潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益
(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 84.1 84.8 84.4

　

回次
第51期

第３四半期
連結会計期間

第52期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2022年10月１日
至2022年12月31日

自2023年10月１日
至2023年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 31.92 10.49

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．純資産額には、当社役員への業績連動型株式報酬として信託が保有する当社株式が自己株式として計上され

ております。また、同期間の１株当たり四半期(当期)純利益の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式

数は、当該株式を控除対象の自己株式に含めて算出しております。

３．第51期及び第51期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1) 財政状態及び経営成績の状況

(経営成績の状況)

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、総じて景気の減速感が強まることとなりました。米国では、継

続的な金融引き締めにより企業の設備投資意欲が減退しており、製造業を中心に景況感が悪化しています。欧州で

はインフレ圧力が緩和し消費者マインドが回復傾向にありますが、世界経済の減速とコスト増を背景に企業収益が

低調に推移しています。中国においても、国内消費の低迷、輸出の減速、不動産不況等の要因により景気の減速傾

向が続いています。一方、我が国においては、インバウンド需要の増加や価格転嫁の進展、原材料価格の高騰が一

服したこと等から製造業、非製造業共に企業収益が改善傾向にあり、雇用や所得環境も回復しています。しかしな

がら、2024年元日に発生した能登半島地震の影響や海外経済の減速等により、先行きの不透明感は払拭できない状

況となっています。

当社グループが関わる情報通信・エレクトロニクス関連市場においては、ChatGPTに代表される「生成AI」の商

用利用が徐々に始まっています。本格的な活用フェーズへの移行を控え、大容量のデジタルデータを処理できるハ

イパースケールデータセンターの建設が世界で進むこととなりました。自動車関連市場においては、中国の2023年

の生産台数が3000万台を突破し、輸出台数は日本を抜いて世界最多となりました。電気自動車へのシフトが進み、

市場を構成する国や企業の位置づけが大きく変容しつつあります。

こうした中で当社グループは、進行中の中期経営計画『マスタープラン2022』に基づき、「顧客接点の活性

化」、「新製品・新技術開発の加速」、「ものづくり力の強化」、「経営基盤の強化」の各施策の遂行に努めまし

た。

「顧客接点の活性化」に向けては、精機事業、光製品事業の両セグメントにおいて、国内外の展示会への出展や

ホームページの活用等を通じて新しい顧客と出会う機会を数多く作り、商談数を増やすことに注力しました。

「新製品・新技術開発の加速」に向けては、より幅広い領域で社会の進歩発展に貢献できる企業グループとなる

べく、開発中の案件の概要と進捗状況を当社グループ内で共有するほか、引き続き技術力の研鑽に取り組みまし

た。

「ものづくり力の強化」に向けては、材料コストの上昇や災害の発生等、不安定な調達環境下においても常に継

続的に安定した購買活動を行えるよう取引先との関係強化に努めると共に、中国大連の子会社では市場環境の変化

に対応して人員削減を実施し、より競争力のある生産体制の構築に努めました。

「経営基盤の強化」に向けては、前連結会計年度に新設した「サステナビリティ推進室」を中心に温室効果ガス

の排出削減活動に取り組んだほか、ペーパーレス化の推進やクラウドの活用等を通して、有事の際にも事業活動を

継続できる体制の構築と業務効率の向上に取り組みました。また社内でウォーキングイベントを開催する等、健康

経営にも注力し、昨年８月には健康保険組合連合会より健康優良企業に認定され、「銀の認定」を取得しました。
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こうした結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は11,845,885千円（前年同四半期比8.2％減）となり

ました。損益面では、付加価値の高い製品の売上が減少したことや、売上高減少の影響により固定費を吸収でき

ず、原価率が上昇することとなりました。販売費及び一般管理費の削減に努めたものの、営業利益は642,989千円

（前年同四半期比44.2％減）となりました。経常利益は、為替差益や投資不動産賃貸料等の営業外収益を計上した

結果791,532千円（前年同四半期比40.6％減）となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は中国大連の子

会社で実施した人員削減に伴う退職金等の事業再編損を特別損失に計上した結果397,487千円（前年同四半期比

57.8％減）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

① 精機関連

精機関連では、自動車向けや電子機器向けの精密成形品や、成形品を効率的に量産するための高品質な金型、高

い寸法精度が要求される金属部品等を顧客に提供しております。当第３四半期連結累計期間は、電気自動車への需

要の高まりを受けて、電気自動車向けのインバーター用部品やこれらを成形するための金型等の売上高が増加しま

した。電子機器向けの金属プレス成形品は、中国製スマートフォンの一部の需要に底打ち感がありますが、売上高

は依然として低調に推移しました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の精機関連の売上高は6,492,738千円（前年同四半期比1.5％増）とな

りました。売上高の増加に伴い、営業利益は445,708千円（前年同四半期比11.8％増）となりました。

② 光製品関連

光製品関連では、光通信用部品や同部品の製造工程、検査工程で使用する機器・装置、光電界センサーや光伝送

装置、超小型樹脂レンズ等を顧客に提供しております。光通信関連市場は前連結会計年度の下期以降ブレーキがか

っています。これを受けて光通信インフラ関連の新規設備投資が滞り、光通信用部品や同部品の製造機器・測定装

置の売上は減少することとなりました。一方、足元では生成AIの利用が拡大していること等を背景に、データセン

ターの建設が増加傾向にあり、光コネクタや光コネクタの製造機器、測定装置等の需要が持ち直しつつあります。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の光製品関連の売上高は5,353,146千円（前年同四半期比17.7％減）

となりました。売上高の減少に伴い、営業利益は197,280千円（前年同四半期比73.8％減）となりました。

(財政状態の状況)

当第３四半期連結会計期間末の総資産は31,732,659千円となり、前連結会計年度末から389,808千円増加いたし

ました。流動資産は22,060,400千円となり、前連結会計年度末から301,744千円増加いたしました。その主な要因

は、受取手形及び売掛金が増加したこと等に因ります。固定資産は9,672,259千円となり、前連結会計年度末から

88,064千円増加いたしました。その主な要因は、連結子会社の不二電子工業株式会社がインドの自動車部品メーカ

ー、RADIANT POLYMERS Pvt. Ltd.に出資し、投資有価証券が増加したこと等に因ります。

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は4,809,812千円となり、前連結会計年度末から57,318千円減少いたし

ました。その主な要因は、買掛金や未払法人税等が減少したこと等に因ります。

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は26,922,846千円となり、前連結会計年度末から447,127千円増加い

たしました。その主な要因は、為替換算調整勘定が増加したこと等に因ります。

(2) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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(3) 研究開発活動

当社グループの研究開発活動の内容は、新しい事業領域に向けた新技術や新製品の開発と、既存事業のベースと

なる精密金型技術や精密成形技術の開発、既存事業領域における製品改良、生産技術の改善に分類できます。

新しい事業領域に向けた新技術や新製品の開発は、精機関連・光製品関連の両セグメントにおいて実施してお

り、当第３四半期連結累計期間において発生した研究開発費は110,041千円となりました。

また、当第３四半期連結累計期間に、当社グループの精機関連・光製品関連の両セグメントのベースとなる精密

金型技術や精密成形技術の開発に要した費用は88,728千円となり、既存事業領域における製品改良や生産技術の改

善に要した費用は148,920千円となりました。

これらにより、当第３四半期連結累計期間における研究開発活動費用の総額は347,691千円となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 37,000,000

計 37,000,000

② 【発行済株式】

種類

第３四半期会計期間

末現在発行数(株)

(2023年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,333,654 9,333,654
東京証券取引所

スタンダード市場
単元株式数100株

計 9,333,654 9,333,654 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

2023年10月１日～

2023年12月31日
― 9,333,654 ― 6,791,682 ― 10,571,419

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2023年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

① 【発行済株式】

2023年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

―
権利内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式普通株式 93,700

完全議決権株式(その他) 普通株式 9,234,800 92,348 同上

単元未満株式 普通株式 5,154 ― ―

発行済株式総数 9,333,654 ― ―

総株主の議決権 ― 92,348 ―

(注)１「完全議決権株式（その他）」には、業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式116,782株が含まれ

ております。

２「単元未満株式」には、当社所有の自己株式 22株が含まれております。

② 【自己株式等】

2023年９月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社精工技研
千葉県松戸市松飛台296番地の１ 93,700 ― 93,700 1.00

計 ― 93,700 ― 93,700 1.00

　（注） 自己株式には、業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式116,782株は含まれておりません。

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

　

　



― 7 ―

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2023年10月１日から2023年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2023年４月１日から2023年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、アーク有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,445,178 13,208,326

受取手形及び売掛金 3,659,678 4,117,469

電子記録債権 580,006 704,394

商品及び製品 890,247 754,097

仕掛品 1,447,017 1,506,584

原材料及び貯蔵品 1,387,173 1,368,758

未収還付法人税等 18,678 110,463

その他 333,003 292,920

貸倒引当金 △2,326 △2,613

流動資産合計 21,758,656 22,060,400

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 7,545,201 7,733,531

減価償却累計額 △4,798,833 △5,010,630

建物及び構築物（純額） 2,746,367 2,722,900

機械装置及び運搬具 7,352,398 7,519,067

減価償却累計額 △5,589,430 △5,838,259

機械装置及び運搬具（純額） 1,762,967 1,680,807

土地 2,670,031 2,670,343

建設仮勘定 130,477 104,420

その他 4,124,068 4,206,019

減価償却累計額 △3,282,395 △3,385,572

その他（純額） 841,672 820,446

有形固定資産合計 8,151,517 7,998,918

無形固定資産

のれん 163,870 84,769

顧客関連資産 11,204 ―

その他 29,854 20,794

無形固定資産合計 204,930 105,564

投資その他の資産

投資有価証券 76,191 355,126

投資不動産 873,209 871,765

その他 278,344 340,885

投資その他の資産合計 1,227,746 1,567,776

固定資産合計 9,584,194 9,672,259

資産合計 31,342,850 31,732,659
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,663,291 1,596,471

未払法人税等 220,107 79,441

賞与引当金 105,254 52,147

その他 1,322,628 1,475,112

流動負債合計 3,311,281 3,203,172

固定負債

退職給付に係る負債 1,020,474 1,055,222

役員株式給付引当金 163,937 188,588

長期未払金 144,870 144,870

長期預り敷金 19,037 19,037

繰延税金負債 51,438 43,627

その他 156,091 155,294

固定負債合計 1,555,848 1,606,639

負債合計 4,867,130 4,809,812

純資産の部

株主資本

資本金 6,791,682 6,791,682

資本剰余金 10,607,500 10,607,500

利益剰余金 8,482,991 8,418,481

自己株式 △538,872 △538,872

株主資本合計 25,343,302 25,278,792

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 15,396 22,008

為替換算調整勘定 1,114,378 1,610,146

退職給付に係る調整累計額 △25,865 △15,210

その他の包括利益累計額合計 1,103,910 1,616,944

非支配株主持分 28,507 27,109

純資産合計 26,475,719 26,922,846

負債純資産合計 31,342,850 31,732,659
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年12月31日)

売上高 12,905,767 11,845,885

売上原価 8,798,359 8,531,390

売上総利益 4,107,408 3,314,494

販売費及び一般管理費 2,955,721 2,671,505

営業利益 1,151,687 642,989

営業外収益

受取利息 5,055 21,056

受取配当金 1,341 1,469

補助金収入 11,724 7,838

助成金収入 604 700

投資不動産賃貸料 52,524 51,262

持分法による投資利益 358 109

為替差益 118,638 61,343

その他 14,411 18,329

営業外収益合計 204,659 162,109

営業外費用

不動産賃貸原価 12,066 11,187

支払補償費 8,909 ―

その他 3,528 2,378

営業外費用合計 24,503 13,566

経常利益 1,331,842 791,532

特別利益

固定資産売却益 2,310 1,904

投資有価証券売却益 ― 1,747

新株予約権戻入益 55,865 ―

特別利益合計 58,175 3,652

特別損失

固定資産売却損 1,921 35

事業再編損 22,394 106,531

特別損失合計 24,315 106,566

税金等調整前四半期純利益 1,365,702 688,617

法人税、住民税及び事業税 379,532 257,824

法人税等調整額 38,577 31,881

法人税等合計 418,110 289,706

四半期純利益 947,592 398,911

非支配株主に帰属する四半期純利益 6,584 1,424

親会社株主に帰属する四半期純利益 941,008 397,487
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年12月31日)

四半期純利益 947,592 398,911

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △2,882 6,611

為替換算調整勘定 705,094 495,767

退職給付に係る調整額 9,125 10,655

その他の包括利益合計 711,337 513,034

四半期包括利益 1,658,930 911,946

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,650,537 907,804

非支配株主に係る四半期包括利益 8,392 4,142
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【注記事項】

(追加情報)

（取締役に対する業績連動型株式報酬制度）

当社は、業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」という。）を導入しております。本制度は、当社が金銭を拠

出することにより設定する信託が当社株式を取得し、役位、業績達成度等に応じて当社が各取締役に付与するポイ

ントの数に相当する数の当社株式が、本信託を通じて各取締役に交付されるという業績連動型の株式報酬制度で

す。本制度は、当社の取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。以下も同様。）の報酬と当社の中

長期的な業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメリットのみならず株価下落によ

るリスクまでも株主の皆様と共有することにより、当社の持続的な成長と企業価値向上に貢献する意識を高めるこ

とを目的として導入しております。

当該信託に関する会計処理については、経済的実態を重視する観点から、当社と信託口は一体であるとする会計

処理を採用しており、信託口が所有する当社株式を含む資産及び負債並びに費用及び収益については、当社の四半

期連結財務諸表に含めて計上しており、信託口が所有する当社株式は、四半期連結貸借対照表の純資産の部におい

て自己株式として表示しております。なお、信託口が所有する当社株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度

末298,493千円、116,782株、当第３四半期連結会計期間末298,493千円、116,782株であります。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとおりで

あります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

減価償却費 704,667千円 656,216千円

のれんの償却額 234,871 〃 93,293 〃

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月24 日

定時株主総会
普通株式 460,997 50 2022年３月31日 2022年６月27 日 利益剰余金

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末

後となるもの

該当事項はありません。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年12月31日)

配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月21日

定時株主総会
普通株式 461,996 50 2023年３月31日 2023年６月22日 利益剰余金

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年12月31日）
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

精機関連 光製品関連 合計

売上高

外部顧客への売上高 6,397,864 6,507,902 12,905,767

セグメント間の内部売上高

又は振替高
40,446 359 40,805

計 6,438,311 6,508,262 12,946,573

セグメント利益 398,726 752,960 1,151,687

２. 報告セグメントごとの資産に関する情報
該当事項はありません

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

(重要な負ののれんの発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2023年４月１日 至 2023年12月31日）
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

精機関連 光製品関連 合計

売上高

外部顧客への売上高 6,492,738 5,353,146 11,845,885

セグメント間の内部売上高

又は振替高
27,243 ― 27,243

計 6,519,982 5,353,146 11,873,129

セグメント利益 445,708 197,280 642,989

２. 報告セグメントごとの資産に関する情報
該当事項はありません

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

(重要な負ののれんの発生益）

該当事項はありません。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第３四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年12月31日）

(単位：千円)

報告セグメント

合計
精機関連 光製品関連

金型 655,129 ― 655,129

成形品 5,446,226 ― 5,446,226

精機関連その他 296,508 ― 296,508

光通信用部品 ― 3,629,853 3,629,853

製造機器・装置 ― 2,783,249 2,783,249

光製品その他 ― 94,799 94,799

顧客との契約から生じる収益 6,397,864 6,507,902 12,905,767

外部顧客への売上高 6,397,864 6,507,902 12,905,767

当第３四半期連結累計期間（自 2023年４月１日 至 2023年12月31日）

(単位：千円)

報告セグメント

合計
精機関連 光製品関連

金型 897,078 ― 897,078

成形品 5,386,734 ― 5,386,734

精機関連その他 208,925 ― 208,925

光通信用部品 ― 3,024,838 3,024,838

製造機器・装置 ― 2,213,997 2,213,997

光製品その他 ― 114,310 114,310

顧客との契約から生じる収益 6,492,738 5,353,146 11,845,885

外部顧客への売上高 6,492,738 5,353,146 11,845,885
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日

至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日

至 2023年12月31日)

１株当たり四半期純利益 103円15銭 43円57銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 941,008 397,487

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益(千円)
941,008 397,487

普通株式の期中平均株式数(株) 9,123,151 9,123,150

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結

会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

(注) １．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　 ２．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

　 ３．役員向け業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式を四半期連結貸借対照表の純資産の部にお

いて自己株式として計上しており、１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除

する自己株式に含めております。（前第３四半期連結累計期間96,782株 当第３四半期連結累計期間

116,782株）

(重要な後発事象)

　 該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2024年２月８日

株式会社精工技研

取締役会 御中

アーク有限責任監査法人

東京オフィス

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 米 倉 礼 二

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 髙 屋 友 宏

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社精工技

研の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年10月１日から2023年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社精工技研及び連結子会社の2023年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　



四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2024年２月９日

【会社名】 株式会社精工技研

【英訳名】 SEIKOH GIKEN Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 上 野 昌 利

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 千葉県松戸市松飛台296番地の１

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長上野昌利は、当社の第52期第３四半期（自 2023年10月１日 至 2023年12月31日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

　




